
   コーポレート・ガバナンスに関する 
基本的な考え方
「企業理念」、「経営方針」及び「経営姿勢」に基づき、全て
のステークホルダーの皆様に企業として存続する価値を評
価されるよう、企業の社会性の重要性を認識しながら地球
環境へも配慮しつつ持続的な成長と中長期的な企業価値の
より一層の向上を図るため、透明・公正かつ迅速・果断な意
思決定を行うための仕組みを構築し、継続的なコーポレー
ト・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

＜企業理念＞
社会に人に信頼されるものづくり企業であり続けます
＜経営方針＞
広範囲な分野で培った技術とグローバルな事業活動での経験
を総合的に調和させた製品・サービスを提供する
『ものづくり企業』として、社会や人々からの期待に応え信頼を
高めます
＜経営姿勢＞
お客様により高い満足を提供します
安全で働き甲斐のある職場を実現します
社会の発展に寄与します
企業永続のために利益を追求します

  コーポレート・ガバナンスと内部統制の仕組み
当社は、監査役による監査機能の実効性を高めるととも
に、経験豊富な社外取締役が経営者の視点で取締役の職務
執行を監視する統治体制が「ものづくり企業」である当社の
業態に適していると判断し、現在のコーポレート・ガバナン
ス体制を採用しています。
内部統制システム構築の基本方針については、こちらに
掲載しています。

https://www.mes.co.jp/investor/information/system_policy.html

  内部統制・リスク管理体制
当社ではCEOの指示に従い全社的な「内部統制システム推進体制」を構築するために、経営企画部担当役員を委員長とする

「トータルリスク・内部統制委員会」を設置しています。
2019年度において同委員会を4回開催し、リスク管理体制のほか従前の財務報告に係る内部統制報告制度への対応などに

ついて審議しています。同委員会の審議結果に基づく提言や報告を、適宜経営会議体及びCEOをはじめとする当社役員に行
いました。

● コーポレート・ガバナンスと内部統制の仕組み
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  ガバナンス体制
当社は、監査役会設置会社の形態によるコーポレート・ガバナンス
体制を採用し、会計監査人を設置しています。2020年6月25日現
在、当社の取締役会は6名で構成されており、取締役のうち2名が非
常勤の社外取締役です。また、当社の監査役会は4名で構成されてお
り、監査役のうち2名が非常勤の社外監査役です。
当社では、取締役会により決定された基本方針に基づく業務執行のために経営会議体として、取締役会の他に「グループ経
営委員会」と「経営会議」を設けており、グループ経営委員会は常勤取締役及びグループ傘下の主要子会社社長によって構成
され、経営会議は常勤取締役で構成しています。グループ経営委員会ではグループ全体の中・長期の経営計画の方向性につ
いての協議を行い、経営会議ではその方向性に基づく個別の業務執行について審議を行うこととしています。
＜取締役会＞
定例12回、臨時8回開催しており、重要事項の決定及び業務執行の監督を行っています。
また、必要に応じて内部統制システム構築の基本方針の見直しも行っています。

＜グループ経営委員会＞
4回開催しており、前述のとおりグループ全体の中・長期の経営計画の方向性に関する協議を中心に行っています。

＜経営会議＞
定例12回、臨時1回開催しており、前述のとおり個別の業務執行についての審議を行っています。

  役員報酬
＜当社の役員等の報酬等の額の決定に関する方針＞
取締役の報酬は、株主総会でご承認いただいた報酬限度額の範囲内で、役位別に定める額を基準として、全社の業績を反
映するなど取締役の貢献度等を勘案した報酬体系としています。その内容は役位別に定める額を基準とした月例報酬、株価
連動報酬及び連結業績と連動する利益連動報酬から構成されています。また、監査役の報酬は、株主総会でご承認いただい
た報酬限度額の範囲内で、取締役等の報酬を参考として、監査役の協議により決定しています。なお、当社の取締役の報酬決
定にあたっては、任意の報酬諮問委員会を設置し、同委員会にて取締役の報酬決定に関する方針や報酬制度に関する審議・
答申を行い、また報酬水準や報酬決定の指標などが答申に則っているかの確認を行い、これを踏まえ、社長は報酬制度及び
報酬決定の指標等を取締役会に付議しています。同委員会は、独立社外取締役2名、社長及び社長が任命する代表取締役の
計4名で構成され、独立社外取締役を委員長としています。

社内 社外

2名 2名2名4名

取締役 監査役

区　分 員　数 報酬等の総額

取締役（うち社外取締役） 10名※1（2名） 123百万円（18百万円）

監査役（うち社外監査役） 4名（2名） 75百万円（18百万円）

合計 14名 198百万円

※1．上記には、2019年6月26日開催の第116回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役4名を含み、無報酬の取締役4名を除いております。
※2．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
※3． 2010年6月25日開催の第107回定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額630百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額を年

額90百万円以内と決議いただいております。
※4． 上記のほか、2018年6月27日開催の第115回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名に対して、在任時の株価連動報酬額2百万円を支給しております。な

お、株価連動報酬の対象として社外取締役は含まれておりません。
※5． 当社は、2013年6月27日開催の第110回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取

締役及び監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に支給することを決議しております。
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コンプライアンス向上への取り組み
「グループコンプライアンス運営規程」に基づき2019年度は「グループコンプライアンス委員会」を2回開催し、当社及び子会
社のコンプライアンス強化のため、全社横断的な情報交換及び情報の周知を行いました。独占禁止法の遵守については、「グ
ループコンプライアンス委員会」において、継続的に監視を徹底しています。
「企業行動規準」の遵守について、当社新入社員のほか子会社の管理専門職を中心としたコンプライアンス研修を実施し、継
続的に当社及び子会社の役職員に対する教育、啓発活動を実施しました。

●コンプライアンス研修実施実績

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

1,573名 941名 1,308名 489名 1,547名

＜ヘルプライン（内部通報制度）＞
法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見のため、当社及び子会社の全役職員並びにその取引先等から相
談や通報を直接受ける「ヘルプライン」（内部通報制度）を設けており、公益通報者保護法に準拠した「不正通報・相談制度の運
用に関する規程」に基づき、通報があった場合は適切に対応しています。

https://www.mes.co.jp/investor/information/compliance.html

●コンプライアンス体制図
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三井E&Sグループ従業員

三井E&Sグループ地球環境理念

事業を通じた環境負荷低減の取り組み
船舶用大型ディーゼルエンジン NOx三次規制対応製品の生産拡大

https://www.mes.co.jp/press/2019/0912_001296.html

国内の船舶用大型ディーゼルエンジンでトップシェアを誇る三井E＆Sマシ
ナリーは、玉野機械工場内に設置した世界最大級のテスト用ディーゼルエン
ジンを用いて、実機ベースでの環境規制対応技術開発を進め、世界初のビル
トイン方式による排気ガス再循環システム（Exhaust Gas Recirculation：以
下、高圧EGR）を開発しました。
同社の高圧EGRは、エンジンからの排気ガスの一部を冷却・洗浄後に掃気
管へ再循環させることで、掃気中の酸素含有量を下げ、燃焼時のNOx生成を
著しく抑制する技術です。EGRの主要機器をエンジンに一体装備（ビルトイ
ン）することによりコンパクトな機器構成となり、各種NOx規制対応技術の中
では機関室設計および船舶の建造工程への影響が少ない特徴があります。
また、高圧SCR（Selective Catalytic Reduction：選択的触媒還元̶触媒
や還元剤を用いて化学的反応により排気ガス中のNOxを還元する技術）につ
いても対応しており、様々なお客様のご要望に応える体制を構築しています。

次世代の環境対応・低燃費船66,000重量トン型バルクキャリアー「neo66BC」―性能を向上した改良型を開発・受注
https://www.mes.co.jp/press/2019/0820_001291.html

三井E&S造船は、次世代型エコシップである66,000重量トン型バルクキャリアー「neo66BC」について、さらなる燃費性
能の向上を図った「改良型」の開発を完了しました。2019年度に受注した2隻は、玉野艦船工場で建造し、2020年後半以降
に完成する予定です。
「neo66BC」は、次世代型環境志向船「neoシリーズ」バルクキャリアーのラインナップのひとつで、幅広浅喫水船型として
優れた配船自由度と輸送効率を実現しています。改良型「neo66BC」は、船殻重量の増加につながる新規則である調和化船
体構造規則（H-CSR）を適用しながらも、従来型「neo66BC」の載貨重量 
66,000 重量トンを維持し、最新モデルの主機関の採用、新省エネ装置への更
新により一層の燃費性能の向上を図りました。また、排気ガスに含まれる硫
黄酸化物規制への対応として、低硫黄燃料油に加えて、SOxスクラバーをオ
プションとして準備しています。
本船型は、「neo87BC」に続いて、H-CSRを適用した2番目の「neoシリー

ズ」です。三井E&S造船は、今後もH-CSRを適用したneoシリーズラインナッ
プの拡充を図るとともに、環境に優しく輸送効率の高い船舶を開発してまい
ります。

環境対応型　船舶用大型ディーゼルエンジン

「neo66BC」66,000重量トン型ばら積み貨物運搬船
「アフリカン バティス」

三井E&Sグループの地球環境保全への取り組みについて、ウェブサイトでご紹介しています

三井E&Sグループ地球環境理念／三井E&Sグループ地球環境行動指針／環境会計（単体）
https://www.mes.co.jp/sustainable/environmental/ 

環境管理データ
https://www.mes.co.jp/sustainable/environmental/detail03.html

三井E&Sグル―プでは、従来の「企業倫理強化月間」の取り組みを継続し、2019年度は11月を当社グループの企業倫理強化月間
と定め、コンプライアンスに関する重点的な活動を行っています。
その一環として、コンプライアンスの重要性を再認識する合言葉となる標語をグループ内で募集し、11月に発表しました。
2019年度のコンプライアンス標語「法令を 守り続けて 得る信頼」は、1年間各職場に掲示し、コンプライアンス意識の向上を図っ

ています。

三井-MAN B&W型
NOx三次規制対応ディーゼルエンジンの
生産量及び生産予定

2018年度  2基（内訳：高圧EGR2基、高圧SCR0基）

2019年度14基（内訳：高圧EGR13基、高圧SCR1基）

2020年度81基（内訳：高圧EGR71基、高圧SCR10基）
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